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３ 夜間対応型訪問介護費 

(１)～(４) （略） 

(５) 指定夜間対応型訪問介護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物又は指定夜

間対応型訪問介護事業所と同一の建物（同一敷地内建物等）に居住する利用者等に対する取扱

い 

① 同一敷地内建物等の定義 

注３における「同一敷地内建物等」とは、定期巡回・随時対応型訪問介護看護と同様であ

るので、２(４)を参照されたい。 

② 同一の建物に 20 人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）の定義 

イ 「当該指定夜間対応型訪問介護事業所における利用者が同一建物に 20 人以上居住する建

物」とは、①に該当するもの以外の建物を指すものである。 

 

率化につながらない場合には、減算を適用すべきではないこと。 

（同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物に該当しないものの例） 

・ 同一敷地であっても、広大な敷地に複数の建物が点在する場合 

・ 隣接する敷地であっても、道路や河川などに敷地が隔てられており、横断するために迂

回しなければならない場合 

③ 同一の建物については、当該建築物の管理、運営法人が当該定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者と異なる場合であっても該当

するものであること。 

(15) 総合マネジメント体制強化加算について 

① 総合マネジメント体制強化加算は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所におい

て、定期巡回サービス、随時対応サービス及び随時訪問サービス並びに訪問看護サービスを

適宜適切に組み合わせて、利用者にとって必要なサービスを必要なタイミングで提供し、総

合的に利用者の在宅生活の継続を支援するために、計画作成責任者、看護師、准看護師、介

護職員その他の関係者が、日常的に共同して行う調整や情報共有等の取組を評価するもので

ある。 

② 総合マネジメント体制強化加算は、次に掲げるいずれにも該当する場合に算定する。 

ア 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画について、利用者の心身の状況や家族を取り巻

く環境の変化を踏まえ、計画作成責任者、看護師、准看護師、介護職員その他の関係者が

共同し、随時適切に見直しを行っていること。 

イ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護が地域に開かれたサービスとなるよう、地域との連

携を図るとともに、地域の病院の退院支援部門、診療所、介護老人保健施設その他の関係

施設に対し、事業所において提供することができる具体的なサービスの内容等について日

常的に情報提供を行っていること。 

３ 夜間対応型訪問介護費 

(１)～(４) （略） 

(５) 夜間対応型訪問介護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物に居住する利用

者に対する取扱い 

 

① 同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物の定義 

注２における「同一の建物」とは、定期巡回・随時対応型訪問介護看護と同様であるので、

２(14)を参照されたい。 

② 同一の建物に 20 人以上居住する建物の定義 

イ 「当該指定夜間対応型訪問介護事業所における利用者が同一建物に 20 人以上居住する建

物」とは、「指定夜間対応型訪問介護事業所の所在する建物と同一の建物」以外の建物（養

護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅に限る。）

傍線の部分は改正部分 

○ 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事

項について（抄）（平成 18 年３月 31 日老計発第 0331005 号老振発第 0331005 号老老発第 0331018 号厚生労働省老健局計画課長、振興課長、老人保健課長通知） 
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ロ （略） 

③ 同一敷地内建物等に 50 人以上居住する建物の定義 

イ 同一敷地内建物等のうち、当該同一敷地内建物等における当該指定夜間対応型訪問介護

事業所の利用者が 50 人以上居住する建物の利用者全員に適用されるものである。 

ロ この場合の利用者数は、１月間（暦月）の利用者数の平均を用いる。この場合、１月間

の利用者の数の平均は、当該月における１日ごとの該当する建物に居住する利用者の合計

を、当該月の日数で除して得た値とする。この平均利用者数の算定に当たっては、小数点

以下を切り捨てるものとする。 

④ （略） 

(６)～(８) （略） 

３の２ 地域密着型通所介護費 

(１)・(２) （略）  

(３) ８時間以上９時間未満の地域密着型通所介護の前後に連続して延長サービスを行った場合

の加算の取扱い 

延長加算は、所要時間８時間以上９時間未満の地域密着型通所介護の前後に連続して日常生

活上の世話を行う場合について、５時間を限度として算定されるものであり、例えば、 

①～③ （略） 

(４) （略） 

(５) 生活相談員配置等加算について 

① 生活相談員（社会福祉士、精神保健福祉士等）は、共生型地域密着型通所介護の提供日ご

とに、当該共生型地域密着型通所介護を行う時間帯を通じて１名以上配置する必要があるが、

共生型地域密着型通所介護の指定を受ける障害福祉制度における指定生活介護事業所、指定

自立訓練（機能訓練）事業所、指定自立訓練（生活訓練）事業所、指定児童発達支援事業所

又は指定放課後等デイサービス事業所（以下この(５)において「指定生活介護事業所等」と

いう。）に配置している従業者の中に、既に生活相談員の要件を満たす者がいる場合には、

新たに配置する必要はなく、兼務しても差し支えない。 

なお、例えば、１週間のうち特定の曜日だけ生活相談員を配置している場合は、その曜日

を指すものであるが、次のような場合には該当しない。 

（同一の建物に 20 人以上居住する建物に該当しないものの例） 

・ 同一敷地内にある別棟の建物や道路を挟んで隣接する建物の利用者数を合算して 20 人

以上となる場合。 

・ 同一建物に、複数のサービス付き高齢者向け住宅として登録された住戸が点在するも

の（サービス付き高齢者向け住宅として登録された住戸が特定の階層にまとまっている

ものを除く。）であって、当該建物の総戸数のうちサービス付き高齢者向け住宅の登録

戸数が５割に満たない場合。 

ロ （略） 

   （新設） 

 

 

 

 

 

 

③ （略） 

(６)～(８) （略） 

３の２ 地域密着型通所介護費 

(１)・(２) （略）  

(３) ７時間以上９時間未満の地域密着型通所介護の前後に連続して延長サービスを行った場合

の加算の取扱い 

延長加算は、所要時間７時間以上９時間未満の地域密着型通所介護の前後に連続して日常生

活上の世話を行う場合について、５時間を限度として算定されるものであり、例えば、 

①～③ （略） 

(４) （略） 

  （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

傍線の部分は改正部分 

○ 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事

項について（抄）（平成 18 年３月 31 日老計発第 0331005 号老振発第 0331005 号老老発第 0331018 号厚生労働省老健局計画課長、振興課長、老人保健課長通知） 


